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（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年６月期第１四半期 1,058 △2.1 △17 － △15 － △11 －

2026年６月期第１四半期 1,080 △10.5 △20 － △11 － △8 －

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年６月期第１四半期 △15.93 －

2026年６月期第１四半期 △12.35 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年６月期第１四半期 5,736 3,126 54.5 4,505.55

2026年６月期 5,764 3,159 54.8 4,465.64

（参考）自己資本 2027年６月期第１四半期 3,126百万円 2026年６月期 3,159百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年６月期 － 0.00 － 37.50 37.50

2027年６月期 －
2027年６月期（予想） 0.00 － 37.50 37.50

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 2,284 3.1 36 － 40 － 28 － 39.57

通期 4,415 3.6 43 － 41 － 30 － 42.40

１．2027年６月期第１四半期の業績（2026年７月１日～2026年９月30日）

（２）財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年６月期の業績予想（2026年７月１日～2027年６月30日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年６月期１Ｑ 831,682株 2026年６月期 831,682株

②  期末自己株式数 2027年６月期１Ｑ 137,742株 2026年６月期 124,142株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年６月期１Ｑ 700,814株 2026年６月期１Ｑ 707,600株

※  注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更    ：無

②  ①以外の会計方針の変更                  ：無

③  会計上の見積りの変更                    ：無

④  修正再表示                              ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の実績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信【添付資料】２ページ

「１．経営成績等の概況（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調が続いたもの

の、中東情勢の緊迫化に伴う原油価格の上昇や円安の長期化による物価高が家計の節約志向を強めたほか、日本銀

行による段階的な利上げの影響もあり、依然として経済の先行きについて不透明な状況が続いております。

住宅市場を振り返ると、国土交通省の建築着工統計によれば、持ち家着工戸数は前年の建築基準法改正に伴う反

動減の影響が一巡しつつあるものの、中長期的な減少傾向に歯止めはかからず、依然として低水準での推移が続い

ております。建築資材価格や人件費の上昇に加え、住宅ローン金利の上昇が住宅取得コストを押し上げ、消費者の

購買判断を一層慎重なものとさせております。

このような状況の中、当社は、主力製品である「ＣＥＲＡＭシリーズ」「ＳＨＩＮＴＯかわらＳ」の拡販、新規

顧客の掘り起こし、Ｗｅｂ会議型アプリを使用したリモート営業等、積極的な営業活動に努めてまいりました。ま

た、2024年1月に札幌証券取引所本則市場へ当社株式を上場し、北海道・東北地方を中心に認知度のさらなる向上及

び拡販にも努めてまいりましたが、売上高1,058百万円（前年同期比22百万円減少）と前年同期比で減収となりまし

た。

利益面におきましては、原油価格の高騰や円安の進行により、製造コストや商品の仕入コストの増加を余儀なく

されました。これに対して当社は、前事業年度末に実施した販売価格の改定の浸透を図るとともに、歩留まりの改

善、工程管理の徹底、さらには生産効率の向上に取り組むことで、収益性の確保に努めてまいりました。しかし、

売上高の減少影響が大きく、売上総利益153百万円（前年同期比21百万円減少）、営業損失17百万円（前年同期は20

百万円の営業損失）、経常損失15百万円（前年同期は11百万円の経常損失）、四半期純損失11百万円（前年同期は8

百万円の四半期純損失）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①瓦製造販売事業

上記の理由の通り、売上高1,042百万円（前年同期比38百万円減少）、セグメント損失25百万円（前年同期は20

百万円のセグメント損失）となりました。

②不動産賃貸事業

不動産賃貸事業につきましては、売上高16百万円、セグメント利益7百万円となりました。

なお、当該事業は前事業年度第３四半期より開始したため、前年同期比は記載しておりません。

（２）当四半期の財政状態の概況

（資産）

流動資産は、前事業年度末と比較して91百万円減少し、1,958百万円となりました。これは主に、受取手形、売

掛金及び契約資産が57百万円増加したことに対して、商品及び製品が152百万円減少したこと等によるものでありま

す。

固定資産は、前事業年度末と比較して64百万円増加し、3,778百万円となりました。これは主に、有形固定資産

が33百万円増加、投資有価証券が32百万円増加したこと等によるものであります。

この結果、総資産は、前事業年度末と比較して27百万円減少し、5,736百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前事業年度末と比較して12百万円減少し、2,178百万円となりました。これは主に、短期借入金が

23百万円増加したことに対して、未払金が26百万円減少、未払消費税等が16百万円減少したこと等によるものであ

ります。

固定負債は、前事業年度末と比較して17百万円増加し、431百万円となりました。これは主に、長期前受収益が

19百万円増加したこと等によるものであります。

この結果、負債合計は、前事業年度末と比較して5百万円増加し、2,610百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、四半期純損失が11百万円となり、剰余金の配当が26百万円あったこと等により、33百万円減少の

3,126百万円となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2027年６月期の第２四半期累計期間及び通期の業績予想につきましては、新設住宅着工戸数の推移や原油価格の

動向等不確定要素があるものの、現時点では2026年８月６日に公表しました決算短信の業績予想に変更はございま

せん。
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（単位：千円）

前事業年度
(2026年６月30日)

当第１四半期会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 247,362 262,437

受取手形、売掛金及び契約資産 485,342 542,713

電子記録債権 75,463 52,921

商品及び製品 1,140,021 987,882

仕掛品 12,236 11,051

原材料及び貯蔵品 47,026 59,082

その他 43,322 42,936

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 2,049,774 1,958,025

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 625,180 645,992

機械装置及び運搬具（純額） 90,723 111,091

土地 2,717,187 2,717,187

その他（純額） 82,042 74,320

有形固定資産合計 3,515,134 3,548,591

無形固定資産 3,879 3,858

投資その他の資産

投資有価証券 153,817 185,966

その他 42,636 41,879

貸倒引当金 △1,210 △1,662

投資その他の資産合計 195,243 226,182

固定資産合計 3,714,257 3,778,632

資産合計 5,764,032 5,736,658

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表
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（単位：千円）

前事業年度
(2026年６月30日)

当第１四半期会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 227,303 230,138

短期借入金 1,664,670 1,687,984

賞与引当金 4,812 19,170

その他 294,333 241,669

流動負債合計 2,191,118 2,178,961

固定負債

長期借入金 103,716 96,720

退職給付引当金 169,673 172,449

資産除去債務 40,476 40,476

繰延税金負債 26,201 31,166

その他 73,224 90,299

固定負債合計 413,293 431,111

負債合計 2,604,411 2,610,073

純資産の部

株主資本

資本金 412,903 412,903

資本剰余金 348,187 348,187

利益剰余金 2,443,798 2,406,099

自己株式 △125,354 △142,783

株主資本合計 3,079,535 3,024,407

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 80,084 102,177

評価・換算差額等合計 80,084 102,177

純資産合計 3,159,620 3,126,584

負債純資産合計 5,764,032 5,736,658
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（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　2025年７月１日
　至　2025年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2026年７月１日

　至　2026年９月30日)

売上高 1,080,902 1,058,659

売上原価 905,842 904,738

売上総利益 175,060 153,921

販売費及び一般管理費 195,334 171,664

営業損失（△） △20,274 △17,743

営業外収益

受取利息 117 173

受取配当金 1,584 1,584

受取賃貸料 1,048 1,239

助成金収入 8,424 2,859

その他 1,791 3,205

営業外収益合計 12,964 9,060

営業外費用

支払利息 4,632 6,504

その他 － 379

営業外費用合計 4,632 6,884

経常損失（△） △11,942 △15,566

特別損失

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税引前四半期純損失（△） △11,942 △15,566

法人税等 △3,200 △4,400

四半期純損失（△） △8,742 △11,166

（２）四半期損益計算書
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

　税金費用の計算

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（単位：千円）

報告セグメント

調整額

四半期
損益計算書

計上額
(注)瓦製造販売事業 不動産賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,042,288 16,370 1,058,659 － 1,058,659

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － －

計 1,042,288 16,370 1,058,659 － 1,058,659

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
△25,353 7,610 △17,743 － △17,743

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自2025年７月１日　至2025年９月30日）

　当社は、瓦製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自2026年７月１日　至2026年９月30日）

　１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。

　２. 報告セグメントの変更等に関する事項
　当社は、前第３四半期会計期間より不動産賃貸事業による収益を計上することとなったため、前第３四半期会
計期間より報告セグメントを「瓦製造販売事業」及び「不動産賃貸事業」の区分に変更することとしました。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

前第１四半期累計期間
（自　2025年７月１日

至　2025年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2026年７月１日

至　2026年９月30日）

減価償却費 24,249千円 23,049千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年11月６日

新東株式会社

取締役会　御中

栄監査法人

　名古屋事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 近藤　雄大

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高原　輝

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている新東株式会社の2026年７月１日から2027年６月30日ま

での第64期事業年度の第１四半期会計期間（2026年７月１日から2026年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（2026年

７月１日から2026年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人

札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規

定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法

人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第

１項並びに期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期財務諸表を作成することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第

１項並びに期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所及び証券会員

制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに期中財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用さ

れている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定

付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項並びに期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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